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主査
（評価委員1名）

調査員A
（例：G、TB担当）

調査員B
（例：TA、TF担当）

調査員C
（例：TC、TE担当）

調査員D
（例：K、TG担当）

調査員E
（例：TD、TH担当）

調査事務局

調査チーム

評価委員会
委員長：横山 和夫

公認会計士・前東京理科大学 教授

 

 

★「第５回ＰＴＢ評価調査」スタート★            ＰＴＢ評価委員会 

 

ＰＴＢ第５回評価調査の実施について概要 

 

★ 調査対象会社 

調査履歴 
対象会社 

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 

㈱ダイナム ○ ○ ○ ○ ○ 

夢コーポレーション㈱ ○ － － － ○ 

㈱ニラク ○ ○ ○ ○ ○ 

㈱アメニティーズ    ○ ○ 

※夢コーポレーション㈱は、第２回および第３回は休会中により、第４回は東日本大震災被災により調査を実施せず。 

 

 

★ 評価調査体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象会社 主査 調査員

㈱ダイナム
永沢 徹 委員
弁護士（永沢総合法律事務所）

• 佐藤 彰紘 弁護士（佐藤綜合法律事務所）
• 小鍛冶 広道 弁護士（第一芙蓉法律事務所）
• 小川 明 公認会計士（新橋監査法人代表社員）
• 小林 英 公認会計士（小林英公認会計士事務所）
• 大藪 卓也 公認会計士(大藪公認会計士事務所）
• 永井 秀輔 公認会計士（エンデバー・パートナーズ ㈱）
• 植草 茂樹 公認会計士（新日本有限責任監査法人）
• 井出 博之 （新日本有限責任監査法人）
• 林 直樹 （新日本有限責任監査法人）

夢コーポレーション㈱
田宮 治雄 委員
東京国際大学商学部教授

㈱ニラク
末川 修 委員
公認会計士（末川修公認会計士・税理士事務所）

㈱アメニティーズ
山中 健児 委員
弁護士（石嵜・山中総合法律事務所）
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★ 第４回評価調査からの変更点 

 第４回評価調査から変更のあった評価基準は、以下の通りです。第４回評価調査から１年半を経過しており、

経済環境の変化等によるリスクや統制水準に変更のあった項目について必要に応じて見直しを実施しました。 

今回の評価基準の見直しでは、以下の事項について、新規項目を追加しつつも、効率的な調査を可能とすべく項

目の集約を行ない、従来の１０分野１１２項目から１０分野９９項目へと改訂しました。 

①株式公開への対応を意識し、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制への対応（所謂 J-SOX 対

応）について、非上場会社が対応可能なレベルにて評価基準に組み込んだ。 

②調査対象となるホール経営企業より過去４回の調査を通じた評価基準の改善要望を募り、軽微な表現修正か

ら全面的な改訂までを含み、全１１２項目の３０％程度について改善を図った。 

③評価委員および調査員（弁護士、公認会計士等）にて、各自の専門的知見および過去の調査経験等を踏まえ、

全面的に評価基準の見直しを行ない、新規項目の追加、項目の統合・削除、表現の加筆修正等を図った。 

主な改訂点 
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番号 目的 番号 目的

G1 株主総会の開催・運営 TD1 地域社会への配慮①（ネオン、看板等）

G2 株主管理 TD2 地域社会への配慮②（騒音）

G3 株主配当に関する決定プロセス TD3 地域社会への配慮③（異臭等）

G4 取締役会の開催・運営 TD4 地域社会への配慮④（駐車・駐輪）

G5 社外取締役 TD5 駐車・駐輪スペースおける安全の確保

G6 役員報酬の決定プロセスの適切性 TD6 遊技環境（安全の確保）の整備

G7 取締役の利益相反行為 TD7 遊技環境（お客様への積極的対応）の整備

G8 グループ管理体制 TD8 タバコの喫煙対策

G9 監査役による業務監査の実効性 TD9 地域社会との交流

G10 社外監査役 TD10 パチンコ・パチスロへの過度なのめり込み問題対策

K1 リスク管理に関する経営者の取組姿勢 TE1 個人情報保護法への対応

K2 行動規範の策定と適切な運用 TE2 廃棄物に関する対応方法

K3 リスク評価の仕組み TE3 独占禁止法に関する対応方法

K4 重要なリスクへの対応 TE4 知的財産法への対応方法

K5 企業情報の開示 TE5 消防法への対応方法

TE6 食品安全への対応方法

TA1 運営組織の明確化 TE7 環境・省エネ対策

TA2 職務権限・分掌規程の明確化

TA3 リスク管理体制（意思決定機関） TF1 風適法の遵守態勢

TA4 リスク管理活動の推進 TF2 遊技機の設置・変更に関する届出

TA5 内部通報制度 TF3 営業所の設備等の変更に関する届出

TA6 教育研修制度 TF4 18歳未満の者への対応

TA7 セルフチェックの活用 TF5 適正な景品の提供

TA8 外部からの報告相談制度 TF6 適正な景品交換の仕組み

TA9 緊急事態への対応 TF7 過大な営業対策の防止

TA10 人事評価制度 TF8 広告におけるガイドライン

TA11 給与・報酬の決定基準

TA12 募集・採用のプロセスと基準 TG1 男女の均等な雇用機会に関する制度

TA13 業務改善等に関する提案制度 TG2 雇用契約の締結・更新プロセス

TA14 人員配置 TG3 労基法１０７条に定める重要書類の保管状況

TA15 ITに関する内部統制（開発・保守） TG4 賃金の支払及び控除

TA16 ITに関する内部統制（運用・管理） TG5 所定労働時間の設定プロセス及び設定内容

TA17 ITに関する内部統制（アクセス管理等） TG6 就業規則等の周知及び変更手続

TA18 ITに関する内部統制（外部委託先管理） TG7 懲罰規程の整備・運用

TA19 情報セキュリティ管理態勢の構築 TG8 退職・解雇手続

TG9 割増賃金の支払い

TB1 予算管理制度の整備・運用について TG10 管理職の範囲及び管理職に対する割増賃金の支給

TB2 決算プロセスに関する内部統制（全般事項） TG11 休憩時間の確保

TB3 決算プロセスに関する内部統制（外部報告） TG12 休日の確保

TB4 決算プロセスに関する内部統制（月次決算） TG13 ３６協定の遵守

TB5 決算プロセスに関する内部統制（年次決算） TG14 年次有給休暇の確保

TB6 決算プロセスに関する内部統制（税務申告） TG15 家庭責任に対する休業の確保

TG16 健康診断の実施

TG17 安全衛生管理体制の構築

TG18 労働保険・社会保険の加入と上乗補償

TG19 セクハラ等の防止

TB9 業務プロセスに関する内部統制（景品管理） TG20 障害者の雇用・活用

TB10 業務プロセスに関する内部統制（遊技機の購入/設置）

TB11 業務プロセスに関する内部統制（購買業務） TH1 内部監査体制の構築

TH2 内部監査計画の適切性

TC1 特殊株主の排除 TH3 内部監査部門による監査業務の遂行

TC2 反社会的勢力等との不適切な取引関係の排除 TH4 監査結果の報告

TC3 反社会的勢力に対する危機管理対応 TH5 内部監査の効用

TC4 遊技機に対する不正への対応

内部監査

態勢構築（法令順守体制）

態勢構築（財務プロセス）

態勢構築（反社会）

TB8 業務プロセスに関する内部統制（売上/景品原価の適正性の保証
する営業データの合理性）

態勢構築（社会的要請）

態勢構築（法令順守体制）

TB7 業務プロセスに関する内部統制（店舗における売上計上及び営業
回収金の管理）

ガバナンス

基本的姿勢

態勢構築（フレーム）

態勢構築（法令順守体制）

 

 

（参考）ＰＴＢ評価基準（９９項目） 
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支部名 東京 裁決番号 平 210058 裁決年月日 平 211113 裁決結果 
棄

却 

争点番号 300702990 争点 7 損金の額の範囲及び計算/2 売上原価等/7 その他 

事例集登載頁 裁決事例集には登載しておりません  

裁決要旨 

○ 請求人は、貯玉等は顧客の遊技の結果得られた遊技球の景品への交換が未了なものであり、最終的には景品に帰結するものであることから、未換金

貯玉債務（本件事業年度末において請求人の顧客の有するパチンコの玉等の残高数を現金に換算した金額）は本件事業年度の売上原価と認識されるべ

きである旨主張する。しかしながら、企業会計上、売上原価とは発生主義により認識された費用のうち売上げに直接的に対応関係があるものと認められると

ころ、本件未換金貯玉（顧客が保有する貯玉等）については、本件事業年度において景品交換に伴う費用が発生しておらず、また、本件事業年度後におい

ても本件未換金貯玉が景品に交換されるか、あるいは再プレーに利用されるかは、顧客の任意であり、必ずしも、そのすべてが景品に交換されるとは限らな

いこと等からすれば、実際に本件未換金貯玉が景品に交換され当該景品交換に伴う費用が発生した日の属する事業年度の損金の額に算入するのが相当

であり、当該未換金貯玉債務を本件事業年度の売上げに直接的に対応する売上原価として損金の額に算入する合理性はない。したがって、請求人の主

張には理由がない。（平 21.11.13 東裁（法）平 21-58） 

（参考）過去の調査結果 

 ＰＴＢの評価は、各評価項目についての５段階の評価結果を分類ごとに平均し、「AAA」からの８段階で格付を決定

しています。過去の評価調査における各分類の平均格付は、以下のとおりです。 

 前回（第４回）の平均格付は、新規参加会社があったため、平均値は下がっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★東京国税局より 

「ＰＴＢパチンコホール税務統一処理基準」についてお問い合わせがありました★ 

２０１２年４月、東京国税局調査部担当者より電話にてお問い合わせ 

内容：ＰＴＢのホームページで「パチンコホール税務統一処理基準」を見て、「貯玉」について 

    Ｑ．東京地裁で係争中となっている判決とはどのようなものか？ 

  ⇒ Ａ．「裁決」の要旨をご紹介 ↓ 

      また、この「ＰＴＢパチンコホール税務統一処理基準」は、国税局ＯＢで、ＰＴＢ会計研究部会・委員が中心となっ

て作成したもので、昨年春まで国税局審理課に相談に行っていた、ということもお話させていただきました。 

国税不服審判所ＨＰより （「判決要旨検索システム」↓で「税目」－「法人税」、「キーワード」－「貯玉」で検索するとご覧になれます。） 

   http://www.kfs.go.jp/cgi-bin/sysrch/prj/web/index.php 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象分類
評価

項目数
第1回

調査結果
第2回

調査結果
第3回

調査結果
第4回

調査結果

ガバナンス体制 14 A A AA BB

経営者による基本的姿勢 7 BB A A A

基本的フレームワーク 17 BB A A A

財務管理体制 13 A A AA A

反社会的勢力への対応 7 A AA AAA A

社会的要請への対応 12 BB A AA A

法令遵守体制（重要法規） 7 BB A A A

法令遵守体制（風適法） 6 BB A AAA A

法令遵守体制（労働法） 22 BB A A A

内部監査体制 5 A A A A

 

【参考】格付符号の定義

格付
符号

格付の定義

AAA
ＡＡに加えて、周囲の環境変化をダイナミック
に反映し、常に改善を図った結果、他社の模
範となるべきレベルに達している。

AA
経営層の指示と承認のもとに方針やルールを
定め、全社的に周知・実施しており、かつ責任
者による状況の定期的確認を行っている。

A
経営層の承認のもとに方針やルールを定め、
全社的に周知を行っている。

BB
経営層に経営管理に対する意識があり、方針
やルールの整備、周知を図りつつある。

B
経営層に経営管理に対する意識があり、形式
的な要件を充足しようとしている。

C
経営管理を行いたいという経営者の意識がみ
える。

D
経営管理について、経営層における意識もな
く、ほとんど取り組みを行っていない。

― 評価不能
評価不適格／評価できない。

※評価忌避があった場合には即刻、 「－」 とする。
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ＰＴＢによるパチンコホール統一税務処理基準注解 

四 貯玉 

１ 貯玉の債務性 

（注 17） 

   貯玉の受入は、店舗にとって、あたかも金融機関における預貯金の受入と同視し得るものである。すなわち、貯玉制度の会員

は、遊技当日において獲得又は購入した遊技球を当日において景品等と交換することが義務付けられ、かつ、当該店舗からの

持出しを禁じられているところ、その交換に要する時間、その他の事情から当日交換すべきものを貯玉制度に一時的に寄託ない

しは預託をし、これを後日において貯玉制度から引出しをして景品等との交換等（遊技球としてプレイすることを含む。）に充てる

ことを予定しているものである。 

  したがって、この遊技球を寄託ないしは預託する行為の法的性格は、前述のとおり、金融機関における預金者がその金銭を預

貯金する行為、すなわち金銭消費寄託行為に酷似し、単なる遊技球の保管の委託には当たらず、いわば貯玉相当額の景品等

の預託に代わる寄託行為であるといえる。この点からして、貯玉の受入は、基本的には債務の発生と解することが相当である。 

  このことは、受寄者である店舗としては、将来寄託者である会員に対してその預った遊技球の価値相当額の景品等又は同数

量の遊技球を対価を得ることなく、給付する債務を負うこととなっており、このことだけをもってしても、貯玉の受入は債務の発生

と解することが相当である。 

これに対し、貯玉が景品に交換されるか、再プレイに利用されるかは顧客の任意で、必ずしも景品に交換されるとは限らない

等の理由から、貯玉は債務でないという有力な見解がある。この見解によれば、貯玉に係る費用の計上は認められないことに

なる。 

   この「貯玉は債務でない」という見解は、現在課税当局が採っている見解であるが、貯玉は債務であるとする見解といずれが

相当かを争点として、現在訴訟が提起されており（東京地裁係属中）、現段階ではいわゆる両論併記とせざるを得ない状況であ

る。ただし、貯玉は債務であるとの見解に従い債務に係る費用計上等を行った場合、現時点では、課税当局から修正を求めら

れる可能性があることを認識する必要がある。 

 

２ 貯玉の権利が消滅する一切の行為 

（注 18） 

   貯玉の減少は、通常、会員による貯玉制度からの貯玉の引出しによってもたらされるものであるが、貯玉制度の運営上、会員が

貯玉制度を長期間にわたって利用しなかった場合における失効に伴う減少も含まれる。 

   この場合の長期間とは、貯玉制度の運営・管理状態の実情から、概ね３年程度が相当である。 

 

３ 貯玉に係る債務の額の算定方法 

（注 19） 

   貯玉に係る債務の額は店舗の実情に応じ、当該貯玉のうち、①再プレイに利用される部分の原価は、「二の２」に掲げた景品原

価、労務費、遊技機関連費用、設備費等の費用の額を基礎として合理的に算出した額とし、②景品交換に回される部分の原価

は、売価相当額に当該店舗における景品原価率を乗じた額とし、 

その合計額によるのが本来である。 

ただし、当該貯玉が主として再プレイに利用されるか、又は景品交換に回されるかに応じ、その全ての原価をこれらいずれかの

計算方法によって算出しても差し支えないと考える。 

なお、課税当局は、現在貯玉に係る債務の計上について、「貯玉は債務でない」という理由で、その計上を認めていないのは

前述のとおりである。(注解 17 参照) 

 

４ 長期間にわたり出入りのない貯玉 

（注 20）  

  長期間にわたり出入りのない貯玉について、その債務の額を雑益として益金の額に算入する場合の長期間であるか否かの判

定は、3 年とする。 

 

◆「ＰＴＢパチンコホール税務統一処理基準」 「四 貯玉」部分抜粋◆ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせは、青字部分の記述について質問がありました。 

◆「ＰＴＢパチンコホール税務統一処理基準」の全項目はＰＴＢホームページをご覧ください。 

   http://www.ptb.or.jp/s_tax_treatment_standards.htm 
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 評価委員会 

 有識者懇談会  

★『ぱちんこ屋等営業所数及び遊技機別備付台数』 平成２３年１２月末 

                           をＰＴＢホームページに掲載いたしました。 

 この度、警察庁生活安全局保安課から平成２３年１２月末の「ぱちんこ屋等営業所数及び遊技機別備付台数」

が公表されました。前年対比や増減率などを加えたデータとしてまとめましたのでご覧ください 

                            http://www.ptb.or.jp/s_number_of_stores,machines2012.htm 

 

★ ＰＴＢ会計基準                                会計研究部会 
 本年２月に『ＰＴＢパチンコホール会計基準』をＰＴＢホームページ上にて公開しておりますが、 

 『ＰＴＢパチンコホール会計基準 ＦＡＱ（よくある質問） 追加』 を追加掲載いたしましたのでご覧ください。 

                                       http://www.ptb.or.jp/s_accounting_st2012.htm 

 

★各委員会活動報告★ 

 

◆最近の委員会報告（２０１２年２月～４月） 

活動報告 日時 時間 討議内容 

第 81 回会議 2012 年 2 月 29 日 9：00～11：00 
「第５回ＰＴＢ評価調査」実施に関する件 

「ＰＴＢ評価基準」（改訂版）と「企業再編税制」適用ﾁｪｯｸの件 

第 82 回会議 2012 年 3 月 21 日 9：00～10：30 
「第５回ＰＴＢ評価調査」実施に関する件 

「ＰＴＢパチンコホール会計基準」ＦＡＱ追加の件 

第 83 回会議 2012 年 4 月 18 日 9：00～11：00 
「第５回ＰＴＢ評価調査」実施に関する件 

最近の上場企業でのガバナンス等に関する事例を考える 

 

 
≪TOPICS≫ ＰＴＢ有識者懇談会 委員の退任と新任のお知らせ 

  ＰＴＢ有識者懇談委員の早稲田大学教授 松田 修一 氏が３月末で退任され、４月から後任として同じ早

稲田大学教授である永井 猛 氏が就任されました。 

  永井 猛 （ながい たけし） 氏 （1950 年生まれ） のご紹介 

       早稲田大学大学院商学研究科ビジネス専攻 教授、マーケティング研究所所長 

       専門はマーケティング戦略 

1976 年  早稲田大学大学院商学研究科修了課程修了 その後、博士課程、ボストン大学客員研究員 

1980 年  早稲田大学システム科学研究所助手 

1993 年  早稲田大学システム科学研究所教授 

1997 年  早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授 

2003 年  早稲田大学マーケティング研究科所長 現在に至る 

 

◆有識者懇談会活動報告（２０１２年３月） ※定例会議は２カ月に１回の開催となります。 

第４２回会議 2012 年 3 月 5 日 10：00～12：00 
有識者メッセージ第４弾発信にあたって、前回での「たたき台」

についての修正、追加、削除等を継続 



◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ Ｐ Ｔ Ｂ ◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ 
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≪TOPICS≫① 第６回ＰＴＢパチンコ懇談会開催 

       日時・場所 ： ２０１２年２月２７日（月） 14：00～16：00   ＰＴＢ会議室 

       講   演  ： 弁護士・ＰＴＢ有識者懇談会委員 三堀 清 氏 

                   『パチンコホール業界の健全化を考える～風営適正化法の視点から～』  

       概   要  ： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪TOPICS≫② ＰＴＢパチンコ懇談会 委員の退任のお知らせ 

  ＰＴＢパチンコ懇談委員の ＵＩゼンセン同盟 会長 落合 清四 氏が３月末で退任されました。 

 

パチンコ懇談会活動報告（２０１２年２月） 

第６回 

パチンコ懇談会 
2012 年 2 月 27 日 14：00～16：00 

ゲストスピーカー三堀 清氏による講演と質疑応答及び三者（三

堀氏、委員、社員会社）による意見交換 

 

 

★ＰＴＢ今後のスケジュール【２０１２年】★            ２０１２．４月末現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

・風営適正化法（風営法・風適法）の沿革 

・風営取締法から風営適正化法へ何が変わったのか／・風適法のパチンコの位置付け 

・風適法の目的とパチンコに対する規制／・風適法における射幸性の抑制手段 

・警察庁の規制の主眼＝「健全化阻害要因」の排除 

・「王様手帖」平成２３年７月号のアンケート（「グリーンべると」同年１０月号） 

・ホール業界に対するマイナスイメージの原因 

・不正改造の禁圧 

・射幸性に頼った営業の是正→過度の射幸性を示す遊技機の排除 

・射幸性に頼った営業の是正→営業方法の規制にわたる手段 

・射幸性に頼った営業の是正→直近の営業方法の規制にわたる手段 

・射幸性に頼った営業の是正 パチンコ依存・のめり込み対策 

・グレーゾーンの明瞭化 換金問題 

・「健全化阻害要因」の排除手段→風適法の限界を超えている？ 

・業界側の健全化への取組み 

 パチンコ懇談会  

2012年 委員会 評価調査

21日 14：00～16：00 有識者懇談会

23日 9：00～11：00 評価委員会

13日 9：00～11：00 評価委員会

21日 13：00～15：00 第7回パチンコ懇談会

23日 14：00～16：00 有識者懇談会

25日 9：00～11：00 評価委員会

８月 29日 9：00～11：00 評価委員会

24日 14：00～16：00 有識者懇談会

26日 9：00～11：00 評価委員会

１０月 24日 9：00～11：00 評価委員会

19日 14：00～16：00 有識者懇談会

21日 9：00～11：00 評価委員会

１２月 19日 15：00～17：00 評価委員会

１１月

９月

６月

７月

５月

日時

Ｃ社
10月下旬

または
11月下旬

Ｄ社
年内終了予定

Ｂ社　評価調査
6月下旬～7月初め

Ａ社　評価調査
5月15日～6月7日

 




